
 

裁判外紛争解決手続の拡充・活性化 
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① 裁判外紛争解決手続の基本理念 
② 国等の責務 

①認証業務であるこ
との独占表示 

裁判外紛争解決手続を積極的
に利用しようとする際に支障
となる制度上の制約 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

【裁判外紛争解決手続に関する制度整備】 【現状】 

民間が行う裁判外紛争解決手
続についての情報が不十分で、
利用に際して不安感 

裁判外紛争解決手続の存在や意義
についての認識・理解が不十分 

専門家の関与に弁護士法の
制約 

時効中断効がない、裁判と
の連携が十分に図られてい
ないなど、利便性向上のた

めの制度が未整備 
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②専門家による裁判外紛
争解決手続の実施 

③裁判外紛争解決手続の申立
てによる時効の中断 

④裁判外紛争解決手続を行う
場合の訴訟手続の中止 

⑤離婚協議等の調停
前置原則の不適用 

＜裁判外紛争解決促進法案＞ 

国民の理解の増進 

関係者間の連携強化 

国民に「手続の選択の
目安」を提供 

専門家が活用できる
体制の充実 

時効によって権利を

失うこと等の不利益
を心配することなく、
裁判外紛争解決手続
での和解交渉を行う
ことができる環境の
整備 

裁判外紛
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民間紛争解決手続の業務の認証制度（概要） 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 

紛争解決事業者による任意の選択 

認証の申請せず 

申 請 の 却 下 

 
法律上の効果については 

従前どおり 

認        証 

認 証 申 請 

認証紛争解決業務  

認証の要件を審査 

欠格事由が存しないこと 

公正・適確な業務の遂行を確
保するために必要な一定の基

準を満たすこと 

利用者への説明等一定の義務 

報
告
徴
求
・
検
査
等 

法律上の効果 

時効の中断 
訴訟手続の中止 
調停の前置に関する特則 

 

認証取消し(義務違反等) 

認証を受けている旨の表

示等の禁止 

弁護士以外の専門家の更なる活用 
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裁判外における法による紛争の解決の促進について（概要） 

 
裁判外紛争解決手続を選択する機会の拡充に寄与し、国民の権利利益の保護に
資することを目的に、基本理念を定めるとともに、民間事業者が合意による紛争
の解決の仲介を行う手続（いわゆる調停・あっせん）の業務に関し認証制度を設
け、これを利用する紛争当事者の利便の向上を図る。 
 
第１  基本理念等 
 
裁判外紛争解決手続に関し、その基本理念及び国等の責務について定める。 

 
 
第２  民間紛争解決手続の業務の認証制度 
 
１  認証 
  (1) いわゆる調停・あっせんの業務を行う民間の紛争解決事業者は、申請によ
り、その業務の適正性を確保する観点から必要とされる一定の要件に適合す
るものであることにつき、法務大臣の認証を受けることができ、認証を受け
た紛争解決事業者（認証紛争解決事業者）は報酬を受けてその業務を行うこ
とができるものとする。 

 
  (2) 法務大臣は、認証に当たり、認証審査参与員（裁判外紛争解決手続につい
て専門的知識・経験を有する者のうちから法務大臣が任命）から意見聴取を
行う等所要の手続を経るものとする。 

 
２  利用者への選択の目安の提供 
認証紛争解決事業者は認証を受けている旨及び業務に関する一定の情報の提
供を行うものとすること等により、認証紛争解決業務の利用者の選択の利便に
資するようにする。 
なお、認証紛争解決事業者以外の者が認証を受けている旨の表示等をするこ
とを禁止する。 
 
３  法律上の効果の付与 
  (1) 時効の中断 
認証を受けた紛争解決手続（認証紛争解決手続）の終了後 1 ヶ月以内に訴
訟手続に移行する等一定の要件を満たす場合には、認証紛争解決手続におけ
る請求時に遡って時効中断の効力が発生するものとする。 

 
  (2) 訴訟手続の中止 
当事者間に認証紛争解決手続によってその紛争の解決を図る旨の合意が
あり、当事者の共同の申立てがある等の一定の要件を満たす場合には、受訴
裁判所は、一定の期間を定めて訴訟手続を中止することができるものとする。 
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  (3) 調停の前置に関する特則 
訴え提起前に裁判所の調停を経なければならない事件のうち一定のもの
について、訴えの提起前に認証紛争解決手続を経ている等一定の要件を満た
す場合には、原則として、調停の前置を要しないものとする。 

 
４  認証の基準等 
(1) 認証の基準 
①  対象紛争の内容等に応じた適切な手続実施者（いわゆるあっせん人・調
停人）を選任するための方法、弁護士でない者が手続実施者となる場合の
弁護士の関与等の措置その他の業務実施方法を定めていること。 
②  業務実施方法に従って手続を行うに必要な知識・能力、経理的基礎を有
すること。 

 
(2) 欠格事由 
暴力団員等一定の事由に該当する者は認証を受けることができないもの
とする。 

 
５  認証紛争解決事業者の義務 
認証紛争解決事業者は、暴力団員等を業務の補助者等として使用してはなら
ないものとする。また、利用申込み者に手続実施者の選任に関する事項等を説
明するとともに、実施した手続に関し所要の事項を記載した書類を作成・保存
しなければならないものとする。 
 
６  報告等 
(1) 認証紛争解決事業者は、事業年度ごとに、事業報告書等一定の書類を作成
し、法務大臣に提出しなければならないものとする。 
 
(2) 認証紛争解決業務の適正な運営を確保するため、法務大臣は、一定の要件
の下で、認証紛争解決事業者に対して、報告の徴求・検査、業務に関し必要
な措置をとるべき旨の勧告・命令、認証の取消しを行うものとする。 
なお、法務大臣は、報告の徴求等に当たっては、利用者との信頼関係に基
づいて成り立つものであること等民間紛争解決手続の業務の特性に配慮し
なければならないものとする。 


